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１ 業務の概要 

⑴ 件    名 奄美市本庁舎総合管理業務 

⑵ 業務場所 奄美市名瀬幸町 25 番８号 奄美市本庁舎及び第 2別館 

⑶ 業務目的 本業務は，奄美市本庁舎の建物，設備等の安全維持及び良好な環境の保

持と施設の円滑な運営など，常時最適な維持管理を実施するために，専門

的な知見から総合的に支援及び管理することを目的とする。 

⑷ 業務内容 別紙「奄美市本庁舎総合管理業務仕様書」のとおり。 

⑸ 契約期間 令和７年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで 

        ※ 準備期間：契約候補者決定通知から令和７年３月 31 日まで 

         

⑹ 提案限度額 ２０１,７７５，０００円(業務期間合計/消費税込) 

        ※ 提案限度額は業務期間３年分の合計額とする。 

※ 準備期間は業務習熟期間とし，支払いの対象としない。 

 

２ 参加資格要件 

本プロポーザルの参加資格は，次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

⑴ 令和５年・６年度の奄美市委託業務に係る入札参加資格を有する者。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者でな

いこと。 

⑶ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て又は民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者で

ないこと。 

⑷ 公告の日から当該案件の契約の相手方の特定までの間，本市から入札参加停止の措

置を受けていないこと。 

⑸ 自社の社員や役員等が，奄美市暴力団排除条例（平成 25 年奄美市条例第７号）に規

定する暴力団又は暴力団員ではないこと。また，暴力団の威力の利用や暴力団に利益

を供与する等の当該条例に違反する行為がないこと。 

⑹ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑺ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）第 12 条の

２第１項第８号の規定に基づき，建築物環境衛生総合管理業の鹿児島県知事登録を受

けている者。 

⑻ 延床面積 3,000 ㎡以上の用途を同じくする建物において常駐設備管理業務の実績を

有すること。 

⑼ 次のいずれにも該当すること。 

ア 鹿児島県内に本社・支店・営業所等を有する企業であること。 

イ 奄美市内に支店・営業所等を有する企業又は本業務契約後，速やかに奄美市内に

支店若しくは営業所等を設置できる企業であること。 
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３ 関係書類の交付 

⑴ 交付期間 令和６年 12 月 10 日(火)から令和７年１月 17 日(金)まで 

⑵ 交付場所 奄美市ホームページにて交付するものとする。 

（奄美市ホームページ https://www.city.amami.lg.jp  

総合トップ>市政情報>その他のお知らせ） 

 

４ 質問の受付及び回答 

⑴ 受付期限 令和６年 12 月 25 日（水）午後５時まで 

⑵ 質問方法 様式第４号「質問書」により，電子メールで提出すること。 

（Mail：zaisei02@city.amami.lg.jp） 

⑶ 回答方法 令和７年１月 10日（金）までに奄美市ホームページでの公開により行う。 

 

５ 参加表明書の提出 

⑴ 提出期限 令和７年１月 17 日（金）午後５時まで 

⑵ 提出方法 持参又は郵送（配達証明付書留郵便とする。） 

⑶ 提出場所 〒894-8555 鹿児島県奄美市名瀬幸町 25 番８号 

奄美市総務部財政課（奄美市本庁舎４階） 

（受付時間 午前８時 30 分から午後５時まで） 

⑷ 提出書類 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 誓約書（様式第２号） 

ウ 事業者概要（様式任意） 

※ 事業理念，創業年月日，事業内容等（パンフレット等も可） 

  エ 財務諸表（様式任意）直近過去３年分 

  オ 延床面積 3,000 ㎡以上の用途を同じくする建物において常駐設備管理業務を行っ

た実績（様式第３号） 

  カ 建築物環境衛生総合管理業の鹿児島県知事登録を受けていることを証明する書類

の写し 

  キ 配置予定職員の建築物環境衛生管理技術者免状の写し 

ク 国税及び地方税の納税証明書（未納の税額がないことの証明書又は課税がないこ

との証明書） 

 

６ 参加資格確認結果の通知 

⑴ 通知期限 令和７年１月 24 日（金）まで 

⑵ 通知方法 参加表明書提出者に電子メール又は郵送にて行う。 
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７ 提案書の書式等 

⑴ 提出様式及び部数 

ア 様式 Ａ４サイズ枚数制限なし 

イ 部数 正本１部・副本 12 部 

 

⑵ 提案内容 

ア 企業評価及び実績 

イ 業務履行に関する基本的な考え方 

ウ 業務実施体制の評価 

エ 地元活用に関する提案 

オ 見積金額の提示 

（※ 様式第５号「見積内訳書」を必ず添付すること。） 

 

８ 提案内容の詳細 

各提案内容の詳細は別紙「審査基準書」のとおりとする。 

 

９ 提案書の提出 

 ⑴ 提出期限 令和７年２月６日（木）午後５時まで 

 ⑵ 提出方法 持参又は郵送（配達証明付書留郵便とする。） 

 ⑶ 提出場所 〒894-8555 鹿児島県奄美市名瀬幸町 25 番８号 

奄美市総務部財政課（奄美市本庁舎４階） 

（受付時間 午前８時 30 分から午後５時まで） 

 ⑷ 参加表明書の提出後に参加を辞退する場合は，提案書提出期限までにその旨を文書

（様式自由）に記載し，持参又は郵送により提出すること。 

 

10 審査方法 

審査は，奄美市本庁舎総合管理業務プロポーザル審査委員会（奄美市職員）により行い，

最高点を得た者を契約候補者として決定する。 

ただし，評価点の合計が，満点の６割に満たない場合は，契約候補者として認めないも

のとする。なお，最高点の者が２者以上となった場合は，見積書に記載の金額が低いもの

を契約候補者とし，見積書に記載の金額も同額の場合は，審査委員会の合議により順位を

特定するものとする。 

 

⑴ 開催日程 令和７年２月中旬頃 

 ※ 時間・会場については，参加資格確認結果の通知と併せて，後日通知する。 

⑵ 審査内容 

ア 内容の説明 20 分 質疑応答 20 分 

イ 審査基準 別紙「審査基準書」のとおり 
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⑶ その他 

  ア 出席者は４名までとし，原則，配置予定の統括責任者を同席させるものとする。 

イ 説明は提案書に基づいて行い，プレゼンテーション実施に際して必要なもの（パ

ソコン・接続ケーブル等）は参加者が用意すること。ただし，電源，プロジェクタ

ー，スクリーンについては本市で用意する。 

 

11 選考結果の通知 

⑴ 選考結果通知（予定）日 令和７年２月下旬頃 

⑵ 通知方法 

参加者に文書で通知する。 

契約候補者及び評価点については，奄美市ホームページにて公表し，次点者について

は公表しない。 

 

12 契約候補者の決定 

審査の結果，契約の相手方として特定した者と契約交渉を行う。ただし，次のいずれか

に該当し，その者と契約できない場合は，次点者と契約交渉を行うものとする。 

⑴ 参加資格要件を満たすことができなくなったとき。 

⑵ 契約交渉が成立しないとき又は契約候補者が契約を辞退したとき。 

⑶ 提出書類，提案書等に虚偽の記載があったとき。 

⑷ 見積金額が提案限度額を超えたとき。 

⑸ 審査委員に故意に接触を図った者，その他選考の公平性に影響を与える行為をした

とき。 

⑹ その他の理由により契約が不可能になったとき。 

 

13 その他 

⑴ このプロポーザルに参加する費用の全ては参加者の負担とする。 

⑵ 提出された書類は返却しない。なお，奄美市情報公開条例（平成 18 年奄美市条例第

19 号）の規定に基づき，提出書類を公開することがある。 

⑶ 提出期限後は，提出された提案書等の差替え又は再提出を認めない。（本市から指示

があった場合を除く。） 

⑷ 本契約は予算の成立を前提としており，予算が議決されない場合は契約を行わない。

この場合，本件公募型プロポーザル等に要した費用について奄美市へ請求することは

できないものとする。 

 

 

 

 

 



Ⅰ．実施要領 

- 5 - 

 

14 問い合わせ先 

〒894-8555 鹿児島県奄美市名瀬幸町 25 番 8 号 

奄美市総務部財政課財産管理係 担当 奥平・市田 

TEL 0997-52-1111（内線 5446） 

FAX 0997-52-1001 

Mail zaisei02@city.amami.lg.jp 

 

15 スケジュール（予定） 

項目 日程 

公告日及び参加表明書並びに質問の受付開始 令和６年 12 月 10 日(火) 

質問の受付期限 令和６年 12 月 25 日(水) 

質問の回答期限 令和７年１月 10 日(金) 

参加表明書の提出期限 令和７年１月 17 日(金) 

参加資格確認結果の通知期限 令和７年１月 24 日(金) 

提案書の提出期限 令和７年２月６日(木) 

審査（プレゼンテーション，質疑応答）予定 令和７年２月中旬頃 

選考結果通知予定 令和７年２月下旬頃 
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(様式第１号) 

令和  年  月  日 

 

奄美市長  安田 壮平 殿 

 

     住 所                    

     商号または名称                    

     代 表 者 氏 名                  ㊞  

（提 出 者）担当者所属部署                    

     担 当 者 氏 名                        

     電 話 番 号                    

     電 子 メ ー ル                     

 

参 加 表 明 書 
 

 奄美市本庁舎総合管理業務に係るプロポーザルについて，下記のとおり関係

書類を添えて参加を表明します。 

 

記 

 

［提出書類] 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 誓約書（様式第２号） 

ウ 事業者概要（様式任意） 

エ 財務諸表（様式任意）直近過去３年分 

オ 延床面積 3,000 ㎡以上の用途を同じくする建物において常駐設備管理業務

を行った実績（様式第３号） 

カ 建築物環境衛生総合管理業の登録を受けていることを証明する書類の写し 

キ 配置予定職員の建築物環境衛生管理技術者免状の写し 

ク 国税及び地方税の納税証明書（未納の税額がないことの証明書又は課税が

ないことの証明書） 
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(様式第２号) 

令和  年  月  日 

 

奄美市長  安田 壮平 殿 

 

     住 所                    

（提 出 者）商号または名称                    

     代 表 者 氏 名                  ㊞  

 

 

誓  約  書 
 

 

 奄美市本庁舎総合管理業務に係るプロポーザルの参加表明に際し，参加要件

を満たし，提出書類の内容について，事実に相違ないことを誓約します。 

 あわせて参加表明書等の提出書類について，資格要件を確認するため，奄美

市が関係機関に対して調査・照会を行う資料として使用することを承諾します。 
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（様式第３号） 

令和  年  月  日 

 

業務実績調書 
 

 延床面積 3,000 ㎡以上の用途を同じくする建物において常駐設備管理業務を

行った実績について下記のとおり報告します。 

 

発注者 業務名 実施年度 備考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※適宜欄を増やしてください。 
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（様式第４号） 

令和   年   月   日 

 

質 問 書 
 

奄美市本庁舎総合管理業務について，実施要領に対する質問書を提出します。 

         

住     所                      

商号又は名称                       

代 表 者 氏 名                      

担 当 者 氏 名                      

担当者所属部署                      

電 話 番 号                      

E – M a i l                       

 

質  問  事  項 

 

 

 

 

 ※適宜欄を増やして使用してください。 

送付先 奄美市総務部財政課 

                       Mail：zaisei02@city.amami.lg.jp



Ⅵ．見積内訳書 

- 10 - 

 

（様式第５号） 

 

見積内訳書 

 
 令和７年４月１日から令和 10 年３月 31 日までの見積りについて，雇用の予定人数，業

務別の見積内訳（年度ごと）を明記してください。 

 

年度 
雇用人数（人） 見積総額（税込額） 

正規社員 パート社員 合計 （内消費税及び地方消費税の額） 

Ｒ７    
円也  

（      円也） 

Ｒ８    
円也  

（      円也） 

Ｒ９    
円也  

（      円也） 

 

内訳 算出基礎 
金額（円） 

（Ｒ７年度） 

金額（円） 

（Ｒ８年度） 

金額（円） 

（Ｒ９年度） 

統括管理業務     

設備等管理業務     

保安警備業務     

電話交換業務     

総合案内業務     

駐車場整理業務     

合計 本体価格    

消費税 税率 10％    

総額 税込価格    

※適宜欄を増やしてください。 
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審査基準書 

審査項目 審査内容 配点 

ア 企業評価及び管理実績 
① 

ISO 認証及びプライバシーマークの取得状

況について 10 

② 類似業務における受託管理実績について 

イ 業務履行に関する基本的

な考え方 

① 業務に対する基本方針 

25 

② 本庁舎における特色の把握と管理手法 

③ 
業務開始を円滑に行うための準備期間の考

え方 

④ 職員研修や教育体制 

⑤ 緊急時対応，防災対策，省エネ提案 

ウ 業務実施体制の評価 
① 

全体業務実施体制 

本部・拠点からのバックアップ体制 

35 

② 統括管理業務の実施体制 

③ 設備等管理業務の実施体制 

④ 保安警備業務の実施体制 

⑤ 電話交換業務の実施体制 

⑥ 総合案内業務の実施体制 

⑦ 駐車場整理業務の実施体制 

エ 地元活用に関する提案 
① 

地元企業の活用方法や市民雇用についての

具体的な提案。 
15 

オ 見積金額の評価 

 
① 

見積価格の経済性（提案上限金額内で且つ

最低提示価格との比較） 
15 

合計 100 
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奄美市本庁舎 

総合管理業務仕様書 
 

 

①統括管理業務仕様書 

②設備等管理業務仕様書 

③保安警備業務仕様書 

④電話交換業務仕様書 

⑤総合案内業務仕様書 

⑥駐車場整理業務仕様書 

 

 

 

 

 

奄 美 市  
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①統括管理業務仕様書 

 

「統括管理業務仕様書」（以下「本仕様書」という。）は，奄美市本庁舎にお

ける施設（以下「本物件」という。）の管理業務（以下「本業務」という。）の

大要を示すものであり，仕様書に記載されていない事項であっても社会通念上

必要と認められる作業は，受注金額の範囲内で実施するものとする。 

 

第１ 本仕様書の位置づけ 

本仕様書は，受注者が本業務を遂行するに当たっての具体的な規程であると

ともに，本仕様書に定める水準（以下「業務水準」という。）を満たすことが，

本業務受注にあたっての必須条件となるものである。 

 

第２ 本物件の概要 

１ 建物名称 本庁舎（市民広場・立体駐車場も含む） 

第２別館 

２ 所 在 地 鹿児島県奄美市名瀬幸町25番8号（奄美市本庁舎） 

鹿児島県奄美市名瀬幸町20番3号（第２別館） 

３ 延床面積 奄美市本庁舎 16,628.71㎡ 

（うち市民広場・立体駐車場4,090.95㎡） 

第２別館 920㎡ 

 

第３ 本業務の種類及び従事者数 

本業務の種類及び従事者数は次のとおりとし，各業務の内容は各業務仕様書

による。なお，従事者数は各業務での必要最低数であり，業務に支障を来さな

いよう増員や兼務の調整を行うものとする。 

１ 設備等管理業務 １人 

２ 保安警備業務  ２人 

３ 電話交換業務  ２人 

４ 総合案内業務  １人 

５ 駐車場整理業務 １人 

 

第４ 本業務の期間 

本業務の期間は次のとおりとし，業務の内容は各業務仕様書による。 

令和７年４月１日から令和 10 年３月 31 日までとする。 
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第５ 本業務の共通事項 

本業務全体に共通する水準として，以下の事項を定める。 

１ 本業務において受注者が果たすべき役割 

⑴ 本業務の遂行に関して，発注者との間において，迅速かつ円滑な連絡・

調整を可能とする体制を構築し，連絡・調整に当たっては一元的に対応す

ること。 

⑵ 各業務を包括的に管理する体制を構築し，運営及び遂行すること。 

⑶ 事故・災害等の発生の未然防止に協力すること。 

⑷ 不必要な照明の消灯など，エネルギー節約に努めること。 

⑸ 建物・設備等の破損，異常等の発見，事故などが発生した場合は，直ち

に報告すること。なお，受注者の責めに帰する理由により修理の必要が生

じたときは，発注者と協議のうえで修理，原状復帰を行うこと。 

⑹ 奄美市，鹿児島県及び関連省庁の取り決める関連法規・規制等を厳守し，

誠実に業務を履行すること。また，関連法令・規制等の改正・改定に関す

る情報収集に努め，発注者にその情報を提供するとともに，改正等によっ

て，業務に変更の必要が生じた場合，発注者と速やかに協議すること。 

 

２ 本業務の実施に当たっての要求事項 

⑴ 資格 

① 法令により資格を必要とする業務については，有資格者を配置するこ

と 

② 有資格者には，やむを得ない理由がある場合を除き，業務中その資格

を証明する証票を携帯させ，発注者等から請求があった場合には，提示

させること。 

⑵ 管理責任者及び業務従事者 

① 本業務全般にわたる包括的責任者として，各業務の連携，相互協力を

促進するとともに，発注者に対する一元的な窓口となる統括管理責任者

を配置すること。また，各業務区分（設備等管理，保安警備，電話交換，

総合案内，駐車場整理）における業務責任者を業務従事者の中から１名

専任し，各業務全体の総括・調整をさせること 

② 業務内容に応じて，必要な知識と技能を有する業務従事者を配置する

こと。 

⑶ 遵守事項 

① 来庁者や奄美市職員などと接する際は，懇切，丁寧に応対すること。 

② 本業務に関する契約書，仕様書，指示事項等について，本業務に携わ

る者に十分周知し，業務を円滑に進めるよう指導すること。 

③ 業務従事者には，事前に発注者に届出を行った制服及び名札並びに必
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要に応じて記章又は腕章などを着用させること。 

④ 業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。本件の業務に従

事しなくなった後も同様とする。 

⑤ 秩序及び規律を乱し，業務の円滑な遂行を妨げるような行為をしては

ならない。 

⑥ 業務上必要な場所以外に立ち入ってはならない。 

⑦ 業務の仕様書及びその他関係書類を発注者の許可なしに持ち出し，使

用又は複写若しくは複製してはならない。 

 

３ 緊急支援体制 

受注者は，365 日 24 時間連絡を取ることができ，かつ，事故・災害その

他緊急時には必要な対応が可能な体制をとること。なお，緊急時の連絡網及

び体制表は，事前に発注者に提出すること。 

 

４ 再委託の禁止 

本業務の全部又は一部を第三者に再委託することを禁ずる。ただし，発注

者による承諾を受けた場合は，この限りではない。尚,再委託を行う場合,

可能な限り奄美市に本社,営業所,支店を有する者又は従前の庁舎の業務に

従事していた者を選定すること。また,従事者は可能な限り奄美市民を雇用

すること。 

 

５ 各種会議等への参加 

受注者は，発注者より要請がある各種会議等に参加し，業務の改善や提案

等を行い，常に庁舎の運用の効率化等に努めること。また，資料の提出を求

められた場合は，速やかに対応すること。 

 

６ 優先順位 

図書などは相互に補完するものとする。ただし，内容に相違がある場合は，

次の順位により適用するものとする。 

⑴ 関係法令 

⑵ 委託業務仕様書などに関する質問回答書 

⑶ 各業務仕様書 

⑷ 適用する図書など 

 

７ 業務管理 

⑴ 受注者は，管理責任者及び業務従事者について，住所，氏名，年齢，性
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別を記載した写真添付の名簿（履歴書の写し）及び必要な資格を証する書

類の写しを事前に発注者に提出し協議すること。なお，業務従事者に異動

があった場合も同様とする。 

⑵ 管理責任者は，資格を要する業務で免許証等の携帯が義務付けられてい

る業務の業務従事者に免許証等を携帯させること。また，その携帯状況を

適宜確認すること。 

⑶ 受注者及び管理責任者は，各業務に応じた清潔な制服を受注者の負担に

より着用させること。また，適宜服装等をチェックし，来庁者及び奄美市

職員に不快の念を与えないように注意を払い，名札を必ず着用させること。 

⑷ 管理責任者は，業務従事者が担当業務を行うために必要な研修の受講状

況やその理解度，知識を有しているか確認すること。 

⑸ 管理責任者は，各業務の適正化及び標準化のために作成された標準作業

書を常備すること。また，その標準作業書は業務従事者に周知するととも

に，内容については必要に応じて発注者と協議し，改善して業務の効率化

を図ること。 

⑹ 管理責任者は各業務について，発注者と協議し，具体的な手法や体制等

の業務詳細の検討を行うこと。また，その決定事項を業務従事者に徹底し，

その内容を変更する場合は，発注者と協議し承認を得ること。 

⑺ 管理責任者は，事前に発注者の承認を得た様式の勤務計画表を当該月の

最初の業務従事日の７日前までに発注者に提出すること。 

⑻ 受注者及び管理責任者は，各業務において何らかの理由で非常措置を行

った場合，契約外の対応等の必要性が生じた場合は，具体的にその内容を

記載した書面により速やかに発注者に報告すること。また，同様のケース

が生じた場合の対応方法について発注者と協議すること。 

⑼ 管理責任者は，業務仕様書上に記載のない業務のうち，実施の必要性が

生じた業務については，発注者と協議を行うこと。また，その決定事項を

業務従事者に周知徹底すること。 

 

８ 教育・研修 

⑴ 受注者及び管理責任者は，業務従事者の教育・研修を適宜行うこと。特

に初任者に対しては，業務の実施について必要な研修を業務従事前に実施

すること。 

⑵ 管理責任者は，業務従事者の教育・研修の受講状況を把握するとともに，

業務の質の向上に努めること。 

⑶ 管理責任者は，常に研修・訓練に努め，自身の資質の向上にも努めるこ

と。 

⑷ 受注者及び管理責任者は，業務従事者に対して，接遇マナーに関する教
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育・研修を行うこと。 

⑸ 管理責任者は，庁舎の一員であるとの認識で業務を実施すること。また，

業務従事者に対してもその認識を周知すること。 

 

 ９ 労働安全衛生管理 

⑴ 受注者及び管理責任者は，法令に基づく健康診断及び発注者が必要とす

る健康診断を実施するとともに，必要な労働安全・精神衛生等の教育を実

施し，業務従事者の健康管理に努めること。 

⑵ 受注者及び管理責任者は，労働安全衛生法に基づき，定期健康診断を実

施するとともに，常に自身，各業務の責任者及び業務従事者の健康に留意

し，各業務の責任者及び業務従事者が病毒伝染の危険のある疾患等にかか

った時には，当該者を業務に従事させてはならない。 

⑶ 受注者及び管理責任者は，自身及び各業務の責任者及び業務従事者に対

して，発注者からの指示又は業務上必要と考えられる予防接種を適切な時

期，方法により受けさせること。 

 

10 事故・災害等発生時の対応 

⑴ 受注者は，事故・災害等，緊急に対処する必要が生じた場合に，庁舎内

の安全確保，危険防止を図るための連絡・運営体制をあらかじめ定め，発

注者に提出すること。 

⑵ 受注者は，業務の実施に支障が生じる恐れがある事故等の発生を知った

ときは，その事故発生の帰責の如何に関わらず，直ちに発注者に報告する

こと。 

⑶ 受注者は，災害発生時には，発注者の指示によりその対応にあたること。 

 

11 備品・資料等の貸与及び適正管理 

⑴ 業務遂行上必要な備品・資料等については，発注者が受注者に貸与する。 

⑵ 受注者は，発注者からの貸与備品・資料等について，紛失，滅失，棄損，

情報の漏洩，改ざん及び不正アクセスの防止を行い，適正に使用しなければな

らない。 

⑶ 受注者は，発注者から貸与されている備品・資料等については，発注者

の許可なく複写・複製，目的外使用，持ち出し，廃棄を行ってはいけない。 

⑷ 受注者は，発注者から貸与されている備品・資料等については，業務が

完了したとき，又は契約が解除されたときは発注者に返還し，又は発注者

の指示に従い破棄しなければならない。 
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12 記録・報告 

受注者は，毎日の業務終了後，事前に発注者の承認を得た様式の業務日誌

に，実施業務の内容その他必要事項を記入し保管するとともに，発注者の請

求に応じて提出すること。 

 

13 費用の負担区分 

業務に関する費用，器材及び消耗品等の負担については，次の区分にて取

り扱うものとする。 

区      分 発注者 受注者 

管理業務上必要な場所，備品，物品保管倉庫等 ○  

光熱水費（水道料金，電気料金，ガス料金等） ○  

官公庁申請書類及び設備書類一式 ○  

警備用機器及び運用費 ○  

設備附属工具，添付品，予備品 ○  

保守に必要な材料（管球類，フィルター等） ○  

管理上必要な場所・備品（ロッカー，ベッド，机，棚等） ○  

保守用消耗品類（手袋，乾電池類），報告書  ○ 

日常保守工具  ○ 

消耗品費（事務用品等）  ○ 

通信費  ○ 

印刷製本費  ○ 

労務費（福利厚生費，健康診断等衛生管理）  ○ 

教育研修費  ○ 

通勤交通費  ○ 

 

14 個人情報保護・秘密の保持 

⑴ 個人情報の取扱 

① 受注者，管理責任者及び業務従事者は，業務上知り得た個人情報につ

いて，関係法令及び『個人情報取扱特記事項』により取扱うこと。 

② 受注者は，個人情報を取扱う管理責任者及び業務従事者を発注者に報

告すること。 

⑵ 個人情報保護の教育・研修 

  受注者は，管理責任者及び業務従事者に対し，個人情報保護に関する教

育・研修を実施しなければならない。 

⑶ 秘密の保持 

受注者，管理責任者及び業務従事者は，業務上知り得た業務内容及び秘
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密を他に漏らしてはいけない。 

 

 

15 要望及び苦情等への対応 

   受注者は，来庁者及び奄美市職員等から，本業務に関する要望または苦

情を受けた場合，迅速かつ適切に改善，再発防止等の措置を講ずるととも

に，発注者に報告する。なお，必要に応じて対応について発注者と協議す

る。 

 

16 暴力団等の排除 

当該業務の履行にあたっては，奄美市暴力団排除条例（平成 25 年奄美市

条例第７号）に基づき，暴力団を利することにならないよう必要な措置を実

施すること。 

 

17 損害賠償 

受注者及び業務従事者の故意又は重大な過失により，発注者及び第三者に

損害を与えた場合は，受注者の責任においてその損害を賠償すること。 

 

18 業務の引継 

業務の完了，又は契約の解除により，本業務を別事業者が行うこととなっ

た場合は，本業務の引継を別事業者と確実に行い，別事業者が本業務に支障

をきたさないよう協力しなければならない。 

 

19 その他 

この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決

定する。 
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②設備等管理業務仕様書 

 

 

１ 設備等管理業務基本方針 

⑴ 建築物及び附属設備（以下「建物等」）について，法令遵守，安全上，衛

生上，機能維持，経済性等の観点から適切に保守管理し，設備の長期安定稼

働及び効果的な省エネルギー管理に取り組むとともに，建物等の健全な状態

の維持と施設の円滑な運営の確保に努める。 

⑵ 本業務基本仕様書（以下「本仕様書」という。）に基づき，点検，保守，

修理等を行う。 

 

２ 遵守する法律等 

本業務の実施にあたり，遵守すべき法令などは以下に示すとおりである。な

お，関係法令に基づく選任などが必要な場合は，受注者の負担により行うこと。 

① 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

② 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

③ 水道法（昭和 32 年法律第 177 号） 

④ 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 

⑤ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 

号） 

⑥ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号） 

⑦ 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

⑧ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

⑨ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

⑩ その他，本業務に関係する法令等（施行令，条例，規則等を含む。） 

 

３ 業務仕様 

⑴ 建物等の保全に係る業務仕様 

① 日常保守点検等の実施 

ア 建築等に関する日常保守点検について，その内容及び周期については，

関係法令等に基づき，必要十分な範囲で行うものとする。 

イ 業務を行う中で保全に関しての対応が必要と判断された場合は，業務

対象の有無に関わらず行うものとする。 

⑵ 設備管理に係る業務仕様 

① 運転監視業務 

ア 運転監視業務は，下記設備機器において実施するものとする。また，
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省エネルギー運転に努めるものとする。 

（ｱ）電気設備（自家用電気工作物の保安管理業務を除く。） 

（ｲ）中央監視・制御設備 

（ｳ）空調機設備 

（ｴ）給排水衛生設備 

（ｵ）昇降機設備 

イ 業務を行うなかで運転監視が必要と判断された設備機器については，

上記運転監視業務対象の有無にかかわらず行うものとする。 

② 日常巡視点検業務 

ア 日常巡視点検は，建物・設備機器の異常・予兆を早期に発見し，処

置対応を行うものとする。 

イ 業務を行うなかで日常巡視点検が必要と判断された設備機器につい

ては，行うものとする。 

③ 定期点検・測定業務 

法令等に基づく点検，整備，測定及び機能，性能を維持する為の点検

（自主点検も含む）等については，関係法令を遵守の上，別紙「定期点

検等一覧表」に基づき実施するものとする。 

法定点検，測定等に関わる費用は，受注者が負担する。 

④ 応急処置及び小修理業務 

ア 応急処置 

設備機器等に故障又は異常を発見し，応急処置の必要があるときは，

その波及被害を防止するため，常備する工具類又は部品を用いて処置

を行う。 

イ 小修理業務 

設備機器の小修理業務は，設備員が常備する工具類を用い，日常業

務に支障をきたさない範囲内で実施できる部品交換業務程度の範囲と

する。 

⑤ 立会い業務 

ア 発注者が手配する修理・工事において，保守・安全管理上立会いの

必要性があり，発注者から要請のあった場合には積極的に協力し，途

中経過，異常の有無，工事等の終了報告を確実に実施すること。 

イ 設備管理業務契約内の点検及び作業においては，事前に作業日時，

場所，内容，方法，出入手続き等について打合せ及び調整を行い，発

注者に工程表を書面で提出することとし，適正な作業を実施するもの

とする。 

ウ 設備の定期点検時及び電気等の検針時には立会いを行うこと。 
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⑥ 申請業務の支援 

本設備管理業務に関連して，発注者が法令による届出などを行う場合

には，発注者において作成しなければならないものを除き，受注者は，

届出書類及び資料の作成などについて，支援すること。個別事項に定め

がある場合には，それに従うものとする。 

 

４ 勤務体制等 

⑴ 人員配置 

   本仕様書に記載された運転操作・監視及び日常巡視点検業務を遂行する

にあたり，次のとおり業務従事者を常駐させることとする。 

⑵ 基本とする設備等管理担当時間及び配置時間 

 開庁日 

  設備等管理員  日勤 ： 08：30～17：15×1 名（休憩を含む。） 

  

⑶ 配置場所 

  設備等管理員は，中央監視設備等，監視設備が配置される中央管理室を拠

点として，施設内設備等の運転監視・保全・営繕業務等を行うこと。 

⑷ 人員配置に関する留意事項 

① 全ての業務従事者は，受注者の社会保険加入者（自社社員）であること。 

② 責任者不在時においても必要に応じて連絡の取れる体制を構築するこ

と。 

 

５ 設備管理に必要な資格 

設備管理員は次の資格を有する者を選任し，建築設備を正常に保つよう保守

管理に努めるとともに，設置されている設備の省エネルギー性能を十分理解し，

効果的な省エネルギー活動を実施するものとする。 

・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和 46 年省

令第２号）第５条第１項の規定に基づき，建築物環境衛生管理技術者を常

駐させること。なお同規則第５条第２項の規定に該当する場合は，非常駐

でも可とする。 

 

６ 記録・報告 

⑴ 設備等管理業務に関する記録は，下記項目とし，適切に保管管理を行うも

のとする。 

① 建築・設備 

② 運転日誌 

③ 依頼・クレーム等の対応報告書 
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④ 建築・設備保守点検報告書 

⑤ 事故記録 

⑵ 必要に応じて，官公庁への届出文書作成への協力を行うこと。 

⑶ 標準作業書の常備 

次の事項を記載した標準作業書を常備すること。 

① 管理対象設備リスト（台数，型式，容量等） 

② 点検項目及び点検方法 

③ 点検記録の記入方法 等 

 

７ その他 

  この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決

定する。 
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③保安警備業務仕様書 

 

 

１ 保安警備業務基本方針 

⑴ 施設の警備業務を主業務とし，庁舎に発生する火災，盗難，不正・不良行

為等の牽制，予防，並びに早期発見・処置を行い，人身の安全と財産の保護

に努める。 

⑵ 本業務仕様書（以下「本仕様書」という。）に基づき，防災設備監視，巡

回警備，受付等を行う。 

 

２ 人員配置及び勤務体制 

  本仕様書に定められた，警備業務を遂行するにあたり，次のとおり業務従

事者を常駐させること。 

⑴ 警備担当時間及び配置時間・配置人員数 

【開庁日】 

 配置警備員 ：17：00～翌 08：30×2 人（休憩・仮眠を含む。） 

【開庁日以外】 

 配置警備員 ：08：30～翌 08：30×2 人（休憩・仮眠を含む。） 

  ＜留意事項＞ 

・ 全ての業務従事者は，受注者の社会保険加入者（自社社員）であるこ

と。 

⑵ 配置場所 

配置警備員は，中央管理室を拠点として，施設内への出入管理・夜間受付，

施設内及びその周辺の巡回・監視などの業務を行うこと。 

 

３ 業務仕様 

下記の業務を行うこととし，警備箇所は発注者と協議を行うこと。 

⑴ 防災設備監視 

中央管理室において，防災設備監視を行い，下記の事象を踏まえ対応する

こと。 

① 火災の予防，発見 

② 火災状況の把握 

③ 関係者への連絡 

④ 消防機関への通報 

⑤ 火災の初期消火活動 

⑥ 避難誘導 
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⑦ 初期消火の指示 

⑧ 空調設備の停止 

⑨ エレベータの呼び戻し，使用禁止措置 

⑩ 排煙設備の起動 

⑪ 防火戸の閉鎖 

⑫ 非常口などの解錠 

⑬ 消火設備の起動 

⑭ 消防隊への情報提供 

⑵ 巡回警備 

建物及び付属施設を警備範囲とし，定期的に下記の巡回警備を行うこと。

なお，時間，巡回コースは発注者と協議を行うこと。 

① 建物内外の出入口・扉・窓・シャッターの施錠及び開錠並びに電灯の消

灯 

② 不審者，不法行為者の発見と侵入阻止，施設外への退去要請，警察への

通報 

③ 盗難の予防と早期発見 

④ 防火管理や施設破損の有無点検 

⑤ その他，予見される事態の予防と阻止など 

⑶ 夜間・休日電話交換 

夜間・休日において，庁舎代表電話などの対応，取り次ぎを行うこと。ま

た，その対応の記録を作成すること。 

⑷ 緊急事態への対応 

① 緊急事態の発生を未然に防止すること。 

② 緊急事態の発生を迅速に察知，把握し，被害の拡大を防止すること。 

③ 緊急事態の状況を把握した後に，消防，警察などに迅速に通報すること。 

④ 緊急時連絡網に則り，関係者に迅速に連絡する。なお，緊急時連絡網は，

発注者と協議のうえ作成すること。 

⑸ その他 

① 鍵の管理 

② 遺失物・拾得物への対応 

③ 庁舎職員及び関係業者等の出入りの管理 

④ 夜間来訪者の確認 

⑤ 郵便物・宅配物等の収受 

⑥ 敷地内の車両誘導，歩行者の安全管理 

⑦ 奄美市斎場使用の仮受付 

⑧ 戸籍届書（婚姻，離婚，出生，死亡その他）の仮受付 

⑨ 埋火葬許可書の交付 
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⑩ その他発注者が指示すること 

 

４ 業務報告・連絡 

⑴ 業務に関する苦情等に対しては，適切に対処した上で，報告書を発注者に

提出すること。なお，解決できない苦情等については，速やかに発注者に連

絡し，その指示に従い適切に処理すること。 

⑵ 緊急を要する事態が発生した場合には，速やかに発注者に連絡すること。 

⑶ 業務日ごとに業務の実施状況を詳細に記録し，翌朝，発注者に提出し確認

を得るものとする。 

⑷ 発注者が指示した事項又は協議した事項については，その対応の経緯等に

ついて書面により発注者に報告すること。 

 

５ 標準作業書の常備 

次に掲げる事項を記載した標準作業書を常備すること。 

⑴ 緊急事態における対応 

⑵ 電話対応 

⑶ 不審者・不法行為者への対応 等 

 

６ 配置警備員の服装 

警備業法に基づき鹿児島県の公安委員会へ届出た制服を着用すること。また，

届出の制服の仕様等を発注者へ提出し承認を得ること。 

 

７ その他 

  この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決

定する。 
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④電話交換業務仕様書 

 

 

１ 電話交換業務基本方針 

代表電話にかかる電話を，相手が望む担当部署や担当者にスムーズに引き継

ぐことにより，良質な市民サービスを提供する。 

 

２ 業務場所 

奄美市本庁舎５階 電話交換室（局線中継台３台設置） 

 

３ 勤務日及び勤務時間 

⑴ 勤務日：原則として平日（土日祝日及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）

を除く。） 

⑵ 勤務時間：午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（休憩時間を含む。） 

 

４ 配置人員 

配置人員は２名を基本とする。ただし，業務に支障を来たさないように業務

シフトを定めること。 

 

５ 業務内容 

受注者の従事者は，次の業務を行う。 

⑴ 電話交換業務 

代表電話にかかる着信の受付，行事等の案内，交換，転送等一切の電話交

換業務。（夜間切替えを含む。） 

⑵ その他事項（業務遂行に必要な業務） 

ア 市の組織（出先機関を含む。）の状況，本庁舎内の各所属の配置，内線

番号の配置，取扱業務等の把握 

イ 管内各種団体，管内官公庁（国，県）の取扱業務及び本庁舎周辺の地理

状況の把握，案内 

ウ 受注者は危機管理体制の整備を行うとともに，従事者に対して定期的に

業務上必要となる教育・訓練を実施する。 

 

６ 業務報告・連絡 

⑴ 業務に関する苦情等に対しては，適切に対処した上で，報告書を発注者に

提出すること。なお，解決できない苦情等については，速やかに発注者に連

絡し，その指示に従い適切に処理すること。 
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⑵ 緊急を要する事態が発生した場合には，速やかに発注者に連絡すること。 

⑶ 業務日ごとに業務の実施状況を詳細に記録し，翌朝，発注者に提出し確認

を得るものとする。 

⑷ 発注者が指示した事項又は協議した事項については，その対応の経緯等に

ついて書面により発注者に報告すること。 

 

７ その他 

この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決定

する。 
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⑤総合案内業務仕様書 

 

 

１ 総合案内業務基本方針 

受付案内席及びフロア周辺において来庁者の受付を行い，問い合わせや要望，

相談に対する案内を行う。 

 

２ 業務場所 

奄美市本庁舎総合案内所（２階フロア） 

 

３ 勤務日及び勤務時間 

⑴ 勤務日：原則として平日（土日祝日及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）

を除く。） 

⑵ 勤務時間：午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（休憩時間を含む。） 

 

４ 配置人員 

配置人員は１名を基本とする。ただし，業務に支障を来たさないように業務

シフトを定めること。 

 

５ 業務内容 

⑴ 総合窓口等における案内業務全般 

⑵ 来庁者への応接業務（積極的な要件伺い，挨拶，声かけ等） 

⑶ 総合窓口等における諸証明等発行事務補助 

⑷ 各窓口・諸室等の位置，行き先に関する案内 

⑸ 来庁者からの簡易な問い合わせへの対応 

⑹ 広報紙の掲載記事に関する情報提供業務 

⑺ 緊急事態発生時の臨機の処置，施設管理者への報告 

 

６ 業務報告・連絡 

⑴ 業務に関する苦情等に対しては，適切に対処した上で，報告書を発注者に

提出すること。なお，解決できない苦情等については，速やかに発注者に連

絡し，その指示に従い適切に処理すること。 

⑵ 緊急を要する事態が発生した場合には，速やかに発注者に連絡すること。 

⑶ 業務日ごとに業務の実施状況を詳細に記録し，翌朝，発注者に提出し確認

を得るものとする。 

⑷ 発注者が指示した事項又は協議した事項については，その対応の経緯等に
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ついて書面により発注者に報告すること。 

 

７ 業務従事者の条件及び制服 

業務従事者は明朗で親切丁寧な対応のできる健康な者とし，品格と社会的常

識を備え，委託業務を支障なく遂行できる者を配置すること。また，業務従事

者には受注者の負担により制服を着用させること。ただし，制服は来庁者や奄

美市職員が不快にならない清潔感のあるものにすること。 

 

８ 施設等の提供 

発注者は，この業務を遂行するために必要な事務机，ホームページを閲覧す

るためのタブレット端末，付帯設備，電気，水道並びに消耗品等を提供する。

（ただし，節電に努めること。） 

 

９ その他 

この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決定

する。 
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⑥駐車場整理業務仕様書 

 

 

１ 駐車場整理業務基本方針 

来庁者用駐車場における来庁者車両の管理及び誘導を適正かつ迅速に行い，

来庁者車両の駐車待ち時間の短縮を図り，周辺道路の渋滞緩和と歩行者の安全

確保及び駐車場の秩序維持を行う。 

 

２ 履行場所 

奄美市本庁舎来庁者用駐車場内 

 

３ 勤務日及び勤務時間 

⑴ 勤務日：原則として平日（土日祝日及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）

を除く。） 

⑵ 勤務時間：午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（休憩時間を含む。） 

 

４ 配置人員 

配置人員は１名を基本とする。ただし，業務に支障を来たさないように業務

シフトを定めること。 

 

５ 業務内容 

⑴ 駐車場内の車両の管理及び交通整理 

⑵ 駐車場及び出入口周辺歩道の清掃 

⑶ 庁舎案内 

⑷ 駐車場内歩行者の安全確保 

⑸ 駐車場出入口周辺歩道の歩行者等の安全確保 

⑹ 駐車場入庫待ちになっている車両の案内 

⑺ その他，駐車場整理業務に関する事項 

 

６ 業務報告・連絡 

⑴ 業務に関する苦情等に対しては，適切に対処した上で，報告書を発注者に

提出すること。なお，解決できない苦情等については，速やかに発注者に連

絡し，その指示に従い適切に処理すること。 

⑵ 緊急を要する事態が発生した場合には，速やかに発注者に連絡すること。 

⑶ 業務日ごとに業務の実施状況を詳細に記録し，翌朝，発注者に提出し確認

を得るものとする。 
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⑷ 発注者が指示した事項又は協議した事項については，その対応の経緯等に

ついて書面により発注者に報告すること。 

 

７ 費用負担区分 

管理備品等の費用負担区分は次のとおりとする。その他管理上特別に必要と

なるものについては，別途協議する。 

⑴ 発注者の負担 

  ① 業務に必要な電気，水道及びガス料金 

  ② 従事者の休憩室 

  ③ カラーコーン及びバー 

  ④ その他，発注者が用意したもの 

⑵ 受注者の負担 

  ① 制服（業務にふさわしいもの），靴，名札等 

  ② 事務用品（書類作成用のパソコン含む） 

  ③ その他，業務上必要とするもので発注者が使用を許可したもの 

 

８ その他 

この仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者で協議のうえ決定

する。 
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その他資料 
 
⑴ 定期点検等一覧表 
 
⑵ 図面 
 ・【本庁舎】建築図面（平面図・立面図等） 
 ・【本庁舎】電気設備図面 
 ・【本庁舎】機械設備図面⑴ 
 ・【本庁舎】機械設備図面⑵ 
 ・【市民広場】建築図面（平面図・立面図等） 
 ・【立体駐車場】建築図面（平面図・立面図等） 
 ・【市民広場・立体駐車場】電気設備図面 
 ・【立体駐車場】電気設備図面 
 ・【市民広場・立体駐車場】給排水消火設備図面 
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別記 

個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第１ 受注者は，個人情報（個人に関する情報であって，特定の個人が識別さ

れ，又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し，こ

の契約による業務の実施に当たっては，個人の権利利益を侵害することのな

いよう，個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２ 受注者は，この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだ

りに他人に知らせ，又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了

し，又は解除された後においても，同様とする。 

２ 受注者は，この業務に従事している者に対して，在職中及び退職後におい

て，この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ，又は不当な目的に利用してはならないことその他個人情報の保護に

関し必要な事項を周知するものとする。 

 （保有の制限等） 

第３ 受注者は，この契約による業務を行うために個人情報を保有するときは，

その業務の目的を明確にするとともに，業務の目的の達成に必要な範囲内で，

適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

２ 受注者は，この契約による業務を処理するために本人から直接書面に記録

された当該本人の個人情報を取得するときは，あらかじめ，本人に対し，業

務の目的を明示しなければならない。 

 （適正管理） 

第４ 受注者は，この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい，滅

失又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じ

なければならない。 

 （利用及び提供の制限） 

第５ 受注者は，発注者の指示又は承認があるときを除き，この契約による業

務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的のために自ら利用し，

又は提供してはならない。 

 （複写，複製の禁止） 

第６ 受注者は，発注者の承認があるときを除き，この契約による業務を処理

するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し，

又は複製してはならない。 

 （再委託の禁止） 

第７ 受注者は，発注者の承認があるときを除き，この契約による個人情報を
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取り扱う業務を第三者に委託し，又は請け負わせてはならない。 

 （資料等の返還） 

第８ 受注者は，この契約による業務を処理するために発注者から引き渡され，

又は自らが収集し，若しくは作成した個人情報が記録された資料等は，業務

完了後直ちに発注者に返還し，又は引き渡すものとする。ただし，発注者が

別に指示したときは，その指示に従うものとする。 

 （事故報告） 

第９ 受注者は，この契約に違反する事態が生じ，又は生じるおそれがあるこ

とを知ったときは，速やかに発注者に報告し，発注者の指示に従うものとす

る。 

 （実地調査） 

第 10 発注者は，受注者がこの契約による業務を処理するために取り扱ってい

る個人情報の状況について，随時，実地に調査することができる。 

 （指示） 

第 11 発注者は，受注者がこの契約による業務を処理するために取り扱ってい

る個人情報について，その取扱いが不適当と認められるときは，受注者に対し

て必要な指示を行うことができる。 

 （契約解除及び損害賠償） 

第 12 発注者は，受注者がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると

認めたときは，契約の解除又は損害賠償の請求をすることができる。 

 

 


